






Citizen's Joint Solar Power Plant Model toward the Solution of ‘3E Trilemma’: 






















































池田市では、市長が 2001 年に環境基本計画や 2009 年に新エネルギービジョン策定を、湖南
































































































































































  １）「サンシャイン計画」（1974年） 
  ２）「ムーンライト計画」（1978年） 
  ３）「ニューサンシャイン計画」（1993年） 
  ４）「エネルギー政策基本法」（2002年） 


















ンラインによると、買取価格は 2010 年度までは、住宅用 48 円/kWh、非住宅用 24 円/kWhであった。2011 年
度は住宅用 42 円/kWh、非住宅用 40 円/kWhであった。 
（３）2012年「ＦＩＴ（「固定価格買取制度」）」「再生可能エネルギー特別措置法」 
 2012 年 7 月より、「再生可能エネルギー特別措置法」に基づき、「固定価格買取制度（FIT制度；Feed-in 
Tariffs）」が導入されている。再生可能エネルギー特別措置法は奇しくも東日本大震災が起こった 2011 年 3
月 11 日の午前中に閣議決定された。一律の買取価格、価格の決定過程などに問題があると指摘された条文は、
国会の審議を経て大幅に変更され、2011 年 8 月 26 日に成立した。その後、2012 年 7 月からの施行に向け、
調達価格等算定委員会において 2012 年度に適用される発電種別ごとの調達価格および調達期間が審議され、
制度開始直前の 6 月に経済産業省の省令として決定された。同委員会では、調達価格の策定に当たっては、






 世界的に見ても、太陽光発電の導入量は 2009 年頃から急激に増加しており、それに伴う量産効果により、
















よる発電は急拡大し 2010 年までの間に再生可能エネルギーによる発電量は 2.7 倍に伸びた。雇用増加は、29
万人に達したとされ（植田・梶山 2011）、そのうち太陽光については、投資により創出された雇用が 10 万 2100
人、維持修理により創出された雇用が 5700 人であり、合計 10 万 7800 人の雇用が新たに生み出された。経済




































































 いけだエコスタッフは会員 29 名（2013 年）で、役員が 10 名である。常勤は、エコミュージアムのマネー


















ガラガラ抽選を行う。ガラガラ抽選は空くじなしで、１等が 3000 円、2 等 2000 円、3 等 1000 円、4 等 500















2009 2010 2011 2012 合計
衣類（枚） 13,124 27,500 30,385 34,189 105,198
食器（個） 3,225 6,757 11,319 13,599 34,900
小物（個） 3,980 9,450 9,942 11,908 35,280
鞄（個） 1,198 2,714 3,392 3,593 10,897
本（冊） 1,800 3,615 4,058 4,271 13,744
靴（足） 533 1,041 1,293 1,400 4,267
その他 2,722 6,722 15,223 18,807 43,474


















 湖南市では、ＦＩＴ制度本格的施行のはるか以前の 1997 年に、全国初の事業型市民共同発電所「てんとう
むし」が設置された。固定価格での全量買い取りの運動を目的としたものである。この市民共同発電所は、障
がいを持つものとそうでない者が一緒に働く“なんてん協働サービス”という会社の屋根に設置された。ま















































































３．資金の確保は、「株式会社 Sun讃 PJ東近江」 










































































名称 設置単価�(円/kW） 売電単価�(円/kWh) 投資回収年�(年)
FIT前 2011 池田市市民共同発電所１号機 127万2222 42(※) 29
FIT後 2014 池田市市民共同発電所２号機 81万 - -
※余剰電力買い取り制度を活用
（２）湖南市
名称 設置単価�(円/kW） 売電単価�(円/kWh) 投資回収年�(年)
1997 てんとうむし１号 91万9540 25(※) 38
2002 てんとうむし２号 76万6667 25(※) 31
2013 コナン市民共同発電所初号機 38万3142 42 7
2013 コナン市民共同発電所弐号機 34万909 42 10
＊内閣府政策統括官室（2009）による
（３）東近江市
名称 設置単価�(円/kW） 売電単価�(円/kWh) 投資回収年�(年)
2003 東近江市民共同発電所１号機 87万6461 31 34
2010 東近江市民共同発電所２号機 66万291 48(※) 14







































われている。これは、有名な Putnam，R. D., R. Leonardi and R.Y., Nanetti（1993）,"Making Democracy Work: Civic 





































































 また地域通貨として、池田環境お買物券である「iKeco（いけこ）」の活用も図られている。iKeco は 1 冊
1000 円で販売しており、1100 円相当買い物ができる。この 1000 円が市民共同発電の設置資金となる。iKeco
は 2013 年 12 月現在、池田市内 49 店舗で使うことができる。これらの店では、買い物金額の平均 5％程度を
iKeco で支払うことが可能である。エコミュージアムの 2009 年度から 2012 年度までマネーフローを示す。売
上は約２８００万円に及び、売上の７割である約１９００万円が市民共同発電分として積立てられる。金券
として還元されたのは４５万３２００円で、実際に４３万２６００円が商店街で使用された。地域経済もエ









































の手数料分は地域には還元できない。湖南市のマネーフローを図に示す。出資者は 1 口 10 万円を出資し、年
平均 6000 円の配当を 20 年間受け取る。すなわち、10 万円の投資に対して 12 万円の配当がある。この配当
は、地域商品券によって行われることとなっている。なお、トランスバリュー（2013）によると、初年度か
ら４年目までは元本償還 3000 円、および、収益配当金額が 1500 円程度となっている。５年目から８年目ま
では、元本償還 4500 円、および、収益配当金額約 1100 円となっている。９年目から 12 年目は、元本償還
5000 円、および、収益配当金額約 1000 円となっている。13 年目から 16 年目は、元本償還 5500 円、および、
収益配当金額約 500 円となっている。17 年目から 20 年目は、元本償還 7000 円、および、収益配当金額約 200
円となっている。総額元本償還が 10 万円で、収益配当金額は１万 1948 円となる予想である。なお、予想発
電量に達しない場合は、元本割れを生じる可能性もある。また、収益配当に対しては 20.315％が源泉徴収さ
れることとなっている。 






















2003 年から 2011 年までは 24 円/kWh であり、また 2012 年は 48 円/kWh である。この単価の上昇は、ＦＩＴ
の影響を受けたものである。償還は 2011 年までは現金で行われていたが、2012 年より三方よし商品券で配
当されている。なお、2003 年度と 2004 年度の償還はなかった。また、2012 年度については八日市やさい村
発電所運営委員会に全ての事務が移管されたため、発電量を把握することができなかった。 
 ひがしおうみ市民共同発電所２号機は、１口 10 万円で 29 口、計 290 万円の出資を得て、4.392kW の太陽
光発電を設置した。売電価格は、48 円/kW で 10 年間の固定価格買取となっている。市民共同発電所 2 号機
にはスマートメータを接続し、Twitter で５分おきに発電量のデータを公開している。市民共同発電所２号機
の発電量は 2011 年度で 5689kWh であり、償還額は１口あたり 8000 円であった。2012 年度についても、１口
当たりの償還額は 8000 円であった。この償還についても、三方よし商品券で行われている。 
（２）ひがしおうみ市民共同発電３号機 
 ひがしおうみ市民共同発電３号機は、八日市商工会議所が中心となった初めての市民共同発電所である。
株式会社 Sun 讃 PJ 東近江が私募債を募集し、商工会議所が全額借り入れ、太陽光発電を設置する仕組みであ
る。マネーフローを図に示す。第 1 期は、570 万円の出資があった。この発電所で発電された電力を 42 円/kWh
で売電する。配当は、元本 7500 円、利息分 1500 円の計 9000 円であり、20 年間三方よし商品券で行う予定
である。出資者は、15 万円の出資に対し、9000 円を 20 年間受け取れることから 18 万円の収入を得られるこ
とになる。単純な配当率は、6.00％（18 万円÷15 万円÷20 年）となる。ただし、利息 1500 円については、
税金を考慮していない。税金を考慮すると、所得税 15％、住民税 5％の他に、2038 年 1 月まで復興特別所得
税（当該所得税の額×2.1％）を源泉徴収する。すなわち、所得税および復興特別所得税として 15.315％、住
民税として 5％の合計 20.315％が源泉徴収される計算となる。実際に受け取る利息は、1500 円×（1－20.315％）
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